















　　This paper considers the children’s and students’ developmental stages as something 
that cannot be left out with regard to the reformation of the school education system. It is 
important, especially, to explain the reasons why a maximum class size of 40 , from ele-
mentary school to high school, is considered good; to work towards the realization of even 
smaller classes; and to raise the topic of  improving class organization to best suit the stu-
dents’ stage of development.
　　In addition, I consider the ideal class size for one teacher and to discuss the issue of 
“Who decides the size of the class?” By planning an effective system for educational in-
struction, I would like to present a system where teachers can perform their best and deliv-
er the best results.































　当時は、小学校令施行規則で尋常小学校の 1学級定員は 70人以下、高等小学校で 60
人以下であり、その後は、1941（昭和 16）年に尋常小学校 1学級 60人、戦後は、学校
教育法施行規則（文部省令）で 50人と定めた。
























































































（％） 分けて考える 同じと考える 一概には言えない その他
低学年の教員 0 64 36 0






































校が 42.2万人、中学校が 24.1万人、特別支援学校が 4.1万人である。詳細は、国庫負担




























学級数 乗ずる数 教員数（端数切り上げ） 教員数
10 1.234 10× 1.234=12.340≒ 13 12
11 〃 11× 1.234=13.574≒ 13 14




























































































































































25 人程度（上限 29 人）
28 人程度（上限 32 人）
























































































































　これは小さな市教委の一例であり、しかも 2年生から 3年生に 1段上がったに過ぎな
いことではあるが、そこには重要な意義が携わる。小学校の児童集団を一束にしての一律
















提案 :  「小学校 3,4年生に発達段階に即し、28人程度学級の実現をめざす。標準法第 4条、第 5
条（学級編制についての県教委との予め協議と同意条項の撤廃←市の責任においてとする）」










2「市費負担教員身分者を担任に」（第 4次申請）  
申請 :  県費負担教員を市費負担教員（常勤職員）として任用できるようにし、そのことから学級
担任として配置することが可能となる。市町村立学校職員給与負担法第 1条、第 2条（都
道府県の負担→市町村の負担）


















から 3年間（2002～ 2005）の調査 （注 6）結果と日本教育学会の 1998年の調査（注 7）結果
は、表 4表 5及び図 4のとおりである。
表 4　「学級集団の適正規模」の調査（志木市教育委員会）
学級規模人数 教師 保護者 児童
～ 20 35   （18%） 151   （8%） 52    （4%）
21～ 25 68   （34%） 747   （38%） 246   （20%）
26～ 30 84   （43%） 859   （45%） 515   （42%）
31～ 11    （5%） 214   （11%） 401   （33%）




～ 10 82    （1%）
11～ 15 791    （6%）
16～ 20 3,361   （25%）
21～ 25 5,304   （39%）
26～ 30 3,588   （26%）
31～ 35 352    （3%）
36～ 40 22


















































「過小規模校群（2～ 4学級）」 ―――――― 現行定数にプラス 1名
「過小・小規模校群（5～ 7学級）」 ―――― 現行定数にプラス 2名
「小規模校群（7～ 12学級）」 ――――――― 現行定数にプラス 3名
「中・大規模校群（12～ 24学級）」 ―――― 現行定数にプラス 6名
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